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はじめに
障害者を含むすべての者の教育権が国際的関心事項として様々な決議・宣
言・条約・規約などの形式で本格的に議論され始めるようになったのは第2次
大戦後に成立した国連諸機関の活動によってである。国連憲章や世界人権宣言
はその出発点をなしている。そして、半世紀以上を経た21世紀の新たな状況に
直面している今日、歴史上初めて登場したその国際基準化の各分野における諸
経験を総括しうる段階に立ち至っているO
本論では障害者教育における「特別なニーズ教育(SpecialN巴巴dsEducation) J 
論(以下、 SNEと略)の国連諸機関における基準化に注目するが、障害者教育の
今日的発展にたつSNEがLD、ADHDその他の軽度障害者などに対象を広げ
る新たな教育施策であり、その指標の基点に1994年のサラマンカ声明その他を
あげるとすれば、戦後初期の世界人権宣言「成立前後期」を取り上げることは
無意味な試みにみえるかもしれない。
しかし、 SNE施策の基本が対象規定の拡大であるという点に着目するなら、
そのサラマンカ声明自体が、すべての者に対する教育権の保障の方向を世界人
権宣言とともに、「行動大網を特徴づける基本原則J(大綱の序第2項)に位置づけ、
同宣言の規定を引用し宣言との関係性を示唆したことからも、大戦直後の
SNE論議の検討は意義をもつであろう O たしかに世界人権宣言成立の時点で
はSNE論議が今日的文脈をもちえなかったはいえ、困難をもっすべての子ど
もを対象とする用語としてSNEは多用された事実経緯があるからである。さ
らに、 2006年に法改正が行われ新たに発足した日本の「特別支援教育」の英語
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表記も SpecialNeeds E也lcationに改められたが(2007年)~)これも同じ用語であ
り、当時の文脈を明らかにしておく意義は大きい。
以上のような諸点をふまえるなら、 SNEの淵源が通常観念される1994年の
サラマンカ声明やイギリス1981年法や1978年の「ウォーノック報告」、あるい
はその他のSNEの諸論議にとどまらず，2)さらに戦後初期の論議にまで、つなげる
のは必要なことだと考える O 本論では、実際に SNEに近い用語が使われた世
界人権宣言成立前期の合意形成過程、同宣言の教育権をめぐる論議、人権規約
起草への継続、そこから派生する児童権利宣言と教育差別撤廃条約の起草過程
などの当時の合意形成諸過程を分析し、大戦直後における展開された早期の合
意形成の実態をふまえた今日の SNE論議の淵源としての権利論的意義を明ら
かにするものである。
(1) 世界人権宣言成立期の障害児教育論
1)対象の複合的性格と F特別なニーズ」
世界人権宣言の教育権規定には「障害」の用語がないが、同宣言採択に至る
経緯においては障害者の問題が積極的にとりあげられていた。後の社会委員会
の前身となった、 1946年1月に経済社会理事会(以下、経社理と略す)によって設
立される臨時社会委員会の段階では、すでに障害児の問題が次のように提起さ
れている。「とくに2つの世界大戦の荒廃を考えると、身体的・精神的・心理
的(spiritually)障害児の福祉は、すべての第一義的な関心事でなくてはならない0
・・・・目・たとえば、 ILOは若者の雇用に、ユネスコは教育に、保健機構は健康に関
心をよせている O 例えば、子どもと家族や地域との関係、通常の家族生活を剥
奪された子どものケア、ニグレクトや残虐(cruelty)に対する子どもの保護、身
体的精神的障害児(富、ろう、肢体不自由、てんかんを含む)の福祉(医療面以外)など、
国際連盟の諮問機関が主に調査していたもので諸機関の権限外にあるものもあ
ったよ)
様々な障害種別や虐待など子どものすべての困難に対して、対象の複合的性
格に応じる体制づくりがこのように求められていた。教育面では、戦争状態下
におかれていた子どもの再教育(r・e-education)が緊急の課題で、あること、「国連
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救済リハビリテーション担当部」の業務は身体障害者のリハピリテ)ションを
含めること、などの臨時社会委員会の方向づけなども示された。同担当部は
1946年に解散する時、同部から有益な助力を得ていた数多くの諸国で生じるで
あろう大戦後のこれからの障害者の困難を強調していた。そこで、国際連盟の
ジュネーヴ宣言が今日の世界の人々にも影響を及ぼすことを、臨時委員会は活
動の最初から求めたのである4)
1946年5月の臨時社会委員会の討議では、社会政策の要因のひとつに「子ど
もの福祉、障害・ハンデイをもっ子どものケア、等の特別な集団の社会サービ
ス?をあげたが、障害児問題がもっ複合的性格に応じて、同年6月の社会委員
会発足によって専門諸機関の協同重視の方針化が定められ経社理の業務に位置
づくことになった。
続く第 l回社会委員会(1947年)では、国連憲章やフィラデルフィア宣言との
関連で問題の整理が行われたが、教育機会の保障は重視された課題のひとつで
あり、次のように子どもの教育についての特別なニーズ(SpecialNeeds)がとり
あげられている。 r(b)諸白的のなかでもとりわけ次に示すように、子どもと
青年の実際のニードを満たすような指導Gnstruction)と、一人一人の子どもが
年齢と資質(aptitudes)に最もよく合致した教育(education)を受けることができ
るための設備を用意すること。①人々についての様々な要素である特別な環境、
②学校教育(schooling)が遅れていたり中断されたりした子どもの特別なニード、
③有益な生活を送るためのリハビリテーシヨンを必要とするような身体的・精
神的障害をもっ子どもの特別な問題1)。障害を受けた子どもの教育を重視する
ことと、戦争中に教育を受けられなかったハンデイをもっ子どもの再教育(教
育権のひとつの具体化)をあわせ、子ども・青年の教育ニーズに位置づけ、緊急
の取り組みを開始していたのである。ここではすでに今日的用法に近い教育上
の「特別なニ}ズ」の合意があって、本論では、歴史的制約を前提とする
SNEの用語をあてながら、その後の経緯を追ってみていくことにしたい。
国連機関におけるこれらの初期の活動が世界人権宣言草案や児童権利宣言草
案作成の作業の基盤なっていったことは、その後の合意形成の経緯からみても
重要である。社会委員会の前身である臨時社会委員会(1946年)の最初の段階か
らジュネーヴ宣言(1924)への留意を求めてはいたが、 1947年の第2回会合では
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児童福祉に関する決議を行った。そこで、第1次大戦後の国際連盟で採択され
たジ、ユネーヴ宣言の名称で知られる「子どもの権利宣言」の資料が配布された
のである。新たに国連児童権利憲章7)として「受け入れる見地から必要な変更・
追加」の作業を行うためであった8)
2)障害児教育の重視とワ口ン
心理学者として著名なワロンは教育政策上の業績でも知られるが、大戦直後
のユネスコにおけるSNEの取り組みに関与した事実は特筆に値するであろう。
すなわち、大戦直後の復興活動には、前記の国連諸機関とともに、ユネスコが
教育専門機関として、戦争障害児(warhandicapped)あるいは遅進児(backward
children)への教育活動を集中させた時期があった。発足間もないユネスコは世
界人権宣言や同規約の教育権条項の討議に協力するなかで、障害児と戦争で、ハ
ンデイを負った子どもたちへの特別な教育ニーズへの対応を重視していたので
ある O
ユネスコは1946年の第1回総会のプログラムから「とくに戦争で荒廃した諸
国において、障害児の研究が1947年には事務局によって他の関係機関とともに
行われるべき」とし、障害児の研究プロジェクトに着手し、以来数年間、緊急
課題のひとつとして重視することになった?この方針が決定される背景にはユ
ネスコ機関を立ち上げる準備会の段階ですでに障害児問題がとりあげられてい
た事実があった。
「障害」を含む対象となった困難は当時次のように考えられていた。 1つの
カテゴリーは、「正確には病理学的で、先天的か早期の子どもの病気のどちら
かによるものであり精神的欠陥」である o 2つは、「孤児と難民、国外追放・
迫害・国籍喪失・ホームレス・法的保護のない等」の「環境に対する身体の正
常な対応であったり、知的にノーマルな相互作用にすぎない」けれども戦争の
すべての被害児童をさすものであり、「彼らの家族や学校での戦闘、性格や行
為の問題などを通じて発達してきたすべての子どもを含むJ とされた。 3つに
は、「事故や病気、肢体不自由や負傷で身体的に不適応になった」知的には健
常な子どもである。大きくは、前の主要な不適応の2つの形態であり、これら
のカテゴリーについて、「共通の問題をもつが異なる解決をもとめて」いると
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した。そこで、「どのような種類の制度で障害児は教育を受けるのか?、どの
ような種類の教育を彼らは受けるのか(内容と方法)?、教育者はどのように養
成されるのか?(目的。」などの課題が提起されている。リストにあげられたプ
ロジェクトの第1は基礎教育であり、第2に保健教育の方法改善をあげている10)
ところで、このように機関設立の初めから障害児の研究調査を重視すること
になったユネスコの活動方針の下で、当時、障害児教育の意義を最も強く主張
していた者のひとりに、ユネスコのフランス代表として活動したワロンがいる O
委員会の討議における次のワロンの発言がインパクトを与えたという意味で貴
重であった。長文だが紹介しておこう。
'Pr. Wallon (フランス):このことは最も緊急の問題であると思われる O ヨー
ロッパ全体、そして特に占領された諸国では、子ども達は極度に困難な時を過
ごし、そのことが彼らの知的・道徳的発達に影響を与えた。まず、多くの子ど
もが学校にいくことができない占領期の最も深刻でないケースをとりあげてみ
よう O ここでは、知識の欠如だけでなく、学校生活への適応、地域生活への準
備にも欠けているO そこでは、知的発達に影響する病理学的障害(pathological
disturbances)にも苦しんでいる。家族がしばしば分散したり破壊されたりした
事実によって、極度に不正常な生活習慣を身につけた子どももいる。両親が陪l
れて生活しなくてはならなかった子どもがいる O ドイツの強制労働のために去
ることを余儀なくされたり、国外追放・発砲・殺裁が行われた。こうして、何
年も教育に必要な援助を得られない、きわめて数多くの孤児が生じている。様
々なカテゴリーの子どもを分類するために、すなわち、彼らの苦しみの性格に
したがって、心理的医療的課題の集計を行なうために、占領地域で苦しむすべ
ての諸国で調査を実施することは緊急事項であると思う。そのひとつひとつに
ついて、いかに子ども達を再適応・再教育できるか検討すべきである。ユネス
コがただちにこの緊急問題に取り組み、調査を開始し出来るだけ早く戦争や占
領による混乱・苦悩の除去の措置をとることを提案する o Mr. Chu Shih-Ying 
(中国):私は、問題の重要性を認識しているが、戦争後の教育の一般的研究に
問題を拡大したいと思う。-.• •• • M. Vernters (ベルギー ):私は、ワロンの提案に
賛成する。略 ・。議長:委員会は承認するJ1)(下線開l用者)
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3)両義性をもっ「障害」への対応
経緯にてらして、ワロンらの発言の趣旨は以後の活動の方向性を定める契機
になったことが重要である。用いられる「障害」は、①いわゆる「病理学的」
な障害児を含意する概念であるとともに、②そうでない子どもの「戦争によっ
てハンディを負った」意味あいをも混在させた両義性をもつもので、それらす
べてに対応する SNEを強調する点では、今日の論議とある種の共通性をもっ
ている。
1947年のユネスコの作業部会が取り組んだ、遅進児(backwardchi!dren)問題と
は、「緊急課題として、戦争以来非常に増大したその数が社会への重荷(burden)
になるだけでなく危険(danger)にも十分なりうる遅進児と不適合児(misfit)によ
って提起される教育問題12)と定義したもので、社会防衛的意味を読み取ること
ができるが、すべての子どもの教育権保障にかかわる実際的対応の意味をもっ
ていたことは看過されてならない。戦争によるハンデイと障害一般の両義をも
っ戦争障害鬼の位置づけは、以後のユネスコの実際の教育的対応においていっ
そう明らかになっていった。すなわち、同作業部会のいう教育方法とは、「学
校での放送の利用、通信教育、失われた時間を補うクラスの組織化、チームワ
ークの手段、野外学校の設置、見習いセンター、教授スタッフの短期訓練コー
ス・・…・略」など、あらゆる機会の創出だとして、「身体的・心理的・教育的な
遅進児」の諸困難は区別できないとしつつ、ユネスコは彼らの教育ニーズに調
査を集中させたのである。
両義性をもつどちらの「障害」であっても、「すべての戦争障害児」への再
教育が共に重視された1949年時点の報告冊子(ユネスコ)にみられる記述事例を
あげておこう。「ポーランドでは、 ......300万の遅進児(backwardpupi!s)は、 1
万7000人の新任教員を必要としている O どこでも、最も基礎的な設備が不足し
ている O 科学の授業では、器具を雑に自分達で用意しなくてはならない
これらの困難は、孤児であろうと精神的障害児(mentallydeficient)で、あろうと、
すべての戦争障害児に共通である。最も基礎的な学校教育や教員養成を行なう
には自由にできる手段が足りない。いわゆる障害(deficient)や手足の損傷を受
けた(mutilated)者だけで、なく、 2、3年ないしそれ以上、教育の遅れをきた L
た者に、完全な再教育を必要としているof)
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同年のCarlotonWashburneによるユネスコの報告冊子「戦争犠牲児童一一
障害児の教育:~、 Dr.Therese Brosseによる1950年のユネスコの報告書「戦
争障害児?)においても、いわゆる「障害」と「戦争によるハンテやイ」の両義性
をもっすべての戦争障害児にたいする当時のSNEが展開された。
後者においては、対象児の「困難」一般を含む「障害」の複雑なカテゴリー
として、「難民の子どもJ'孤児とホームレスの子どもJ'学校教育を剥奪され
た子どもJ'身体的障害J'心理的障害」などを列挙し、それらの障害(deficiency)
が、「身体的、知的、情動的であろうと、個人の全体にかかわり、常に完全か
っ多面的な再教育を必要とする」とした。そこで、「子どものもっとも深く最
低限の明白なニードと、それらを満たすのに必要な教育的対応を吟味すること
がきわめて重要」という当時のSNEの観点の重要性を指摘している。
障害の定義とかかわって、①戦争に起因するハンディと、②戦争に直接関連
しない障害を厳密に区別する一方で、戦争により後者の障害によるニードが'10
倍にもなり、新しい研究が要請されている」とも述べているO 身体虚弱や慢性
病を例にとると、後者が戦争によって悪化させられただけでなく、「飢餓につ
ながる栄養不良が抹殺手段に用いられたこと」、「ただ教育の遅れだけでない、
健康-と知識の二重の遅れによる心理的障害に苦しむこと」などの障害の加重性
が指摘された。
子どもの非行についても、両親や保護者を失うなど、大人との教育的関係や
生活が奪われた事態として対応の緊急性を強調している O 心理面のニードへの
対応で苦しむ子どものフラストレーションの補償が大切とし、「個々のケース
で用いられる環境と方法を決定するために、観察センターで子ども達の身体的、
心理的、教育的ニードの詳細な調査を行なうことが非常に重要である。この調
査は、質的量的に、特殊教育に関連するニードが何であるかを正確に決定する
ことを可能」と述べて、「特別なニードJ (SNE)に焦点、をあてた研究の重要性
を示唆したのである O 戦争障害児の両義性とかかわるこうした取り紐みは、社
会的「障害」を含め、対象の幅を広げたという意味で、 1949年のWHO母子保
健委員会による 3つのカテゴリー(身体的・精神的・社会的障害)の障害分類とも
重なっており、経社理・社会委員会の作業の前提ともなった了)
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( 2 ) 世界人権宣言の教育権条項と条約化
1)教育権条項と障害者教育
前記した「特別なニーズ」の広い対象規定の背後には、「すべての子どもに
対する教育権」の規定が横たわっている O そこで、大戦直後における世界人権
宣言の内容は基準化の重要な位置をしめているのである。宣言起草の当時、国
際機関全体として障害者に関する論議は活発に展開されており、宣言の教育権
規定を解釈する際も、当時の議論を念頭におくことは不可欠であろう。もとも
と国連経社理の人権委員会は国連憲章の人権規定をより詳細に明示するために
予定された人権章典草案を作成する目的で設置されたものであった。そこで準
備された起草作業には当然ながら教育権規定も含まれている。草案化は、 1947
年7月の起草委員会、人権委員会の1947年12月と1948年5-6月の第2回、 3回、
1948年の第3回総会によって修正され、総会で世界人権宣言として採択される
経緯を辿る。
この宣言26条の成立過程の準備と論議で取り上げられた内容はいったいどの
ようなものであったのだろうか。後の小委員会の整理によれば、争点は、
(1)条項は非差別になる事由の列挙を含むべきか? (2)条項はどのように宗教
教育を扱うべきか? (3)条項はどのように国内マイノリティが自身の学校を
設置・維持する権利を扱うべきか? (4)教育はどの程度まで無償で義務的で
あるべきか? (5)教育が行われる性質と精神を明記することがどの程度まで
必要か? の5点で、ある17)
論点は多岐であったにもかかわらず短期間で宣言が総会決議に至った要因は
様々であろう。人権条約化(後述)のなかで宣言を先行させた事情はさておき、
内容面からみると、上記(5)の教育の性格に関する論議などには、反ファシズム
という点で基本的な対立がみられない戦勝国側の歴史的事情が合意形成過程に
よく表れていた。
宣言の教育条項(第26条)は障害者教育に直接にふれてはいないが、前記した
経緯に明らかなように国連機関全体で障害者教育問題に取り組んで、いた事・実と
のかかわりで評価されるべきであり、本論のテーマと関連する合意形成過程の
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論点をあげておこう。
1つは、教育の性質と精神について。「人格の全面的な身体的・精神的・道
徳的発達、人権と基本的自由の尊重の強化、他国や人種・宗教の集団に対する
不寛容や憎悪の精神との闘争、などの方向を教育はめざす」といったNGOの
見解、「破滅的結果をもたらしたドイツの事例をひいて、すべての人々が受け
る資格のある教育は宣言で定められた諸権利の尊重を強化し、不寛容と戦うこ
とを明確にすることが絶対に必要である」と述べたユネスコ代表、「教育は、
人間の自由、道徳、性、連帯の原則をもっ」としたパナマ代表など、表現は異な
るものの教育条項における自由と民主主義への願いに共通するものがあった。
やがて深刻になる前記の争点(3)のマイノリティのための学校設置について、「マ
イノリテイの言語での教授が認められるべきと規定する修正J案の提起(デン
マーク代表、フランス代表支持)に対し、「特定のマイノ 1)ティの学校を設置する
権利授与は統一を危険にさらすJ (チリ代表)といった対立的論議があるものの、
第3委員会から国連総会に至る成立過程のなかで「特別な規定としては扱わな
い」措置がとられ合意形成が優先された18)
2つは、先の(1)r非差別になる理由の列挙」が争点にはなったものの、 (2)か
ら(5)の争点につながる全体の共通性もあった。例えば、 (4)の無償義務性では、
Prof. Cassin (フランス)が「社会的地位ないし財政手段を理由とする差別に関す
る規定をもっ重要性を示唆Jし、 Prof.Koretsky (ソビエト)は「教育が無償で
あるべきと感じ、ソビ、エト憲法の諸規定にふれた。差別にかかわる全体の条項
をもつことに強く賛成」している。そこで、 Mr.Wilson (UK)は、「フランスと
ソビエトの代表に原則的に同意を述べ」るなど、基本点での明確な対立はなか
ったようで、ある19)
3つは障害者の再教育について。世界人権宣言の教育権規定の用語である「基
礎fundamentalJは、当時、厳密に定義づけられて使用されたわけではないも
のの、通常の初等教育(primary)と同じ内容一一社会で生きていくうえで必要
な基礎的知識・技能ーーーについて、戦争中勉強ができなかった成人への教育の
保障が意図されたものでもあった:情記したように看過されてはならないのは、
戦争によってハンデイを負った(war-handicapped)者の「再教育児-educationJ
の願いがそこにこめられていた問題である。宣言起草に向けた各国の提案にも
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障害児者を配慮したものがあった事実にも、障害者に対する教育権の実質的保
障という大戦直後の世界人権宣言成立の意味がよくあらわれており、宣言の教
育権規定の民主的性格を理解するうえでも欠くことはできない。
4つは、親の教育選択権(教育の自由)規定について。これは、後年の障害者
教育にも影響を与えるようになった論点でもあるが、当時は、国家・政府の不
干渉の遵守として保障されうる自由権の「宗教教育への選択の自由」を中心に
展開されていた21)
2)宣言の条約化にあらわれた「特別なニースーと年限延長」
宣言成立直後に開始される世界人権宣言の条約化の過程では、障害者教育に
直接かかわる論議はあまり展開されなかった。国際人権規約としてその作業が
結実するのは後年の1966年であり、採択自体は60年代の歴史的産物ともいえる。
人民の自決権の発想を当時もちえなかった点には大きな違いがあり、規約教育
権の法解釈も植民統治下の教育の充実が求められた1951年当時の条約化論議と
は異なるプ)
しかし、その起草は50年代初期にほぼ終えており、当時の規約教育権の内容
論議に注目しておかなければならない。
ところで、経済的社会的文化的諸権利としての教育権の規定は第1次草案に
は含まれていない。これに対し、メキシコ代表やソビエト代表等の主張を含め、
世界人権宣言と同じく社会権を含めるべきとの論議が、 1950年8月の経社理社
会委員会、 10月の第5回国連総会で、は再び、展開された23)その後同年12月の国連
総会決議421(v)で、市民的政治的自由の享受と経済的社会的文化的諸権利の
保護との相互関連性とそれぞれの意義が指摘され、両者を規約に含めることに
なったのである O 翌年1951年の人権委員会で行われた起草作業では経済的社会
的文化的諸権利が取り入れられ、初めて社会権としての教育権原案が記述され
ることになった?)さらに諸国の提案も受けて作成された同原案をもとに、ユネ
スコの提案資料も素材にされるなど25)規約教育権の合意形成過程はおよそ世界
人権宣言の合意形成過程を敷依するものであることがわかるであろう O そこで、
障害者の教育権と無関係でない論点を確認しておこう O
その1つは、「特別なニーズ」への子どもの権利が原案第25条(2)として教育
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権条項の前に位置づけられたことであった。 その趣旨は、母子保健などを含
む「特別なケアと援助への母性の権利」であり、「特別なケアと援助への子ど
もの権利」であったが、いずれも後述の同時並行で進められていた児童権利宣
言草案をめぐる論議との関連が重要になってくるであろう O 事実、第6回社会
委員会で採択されたその内容は人権委員会の規約起草作業としても受けついで
いる26)
2つは、年限延長の論点をより明確に浮上させた点が重要である。世界人権
宣言の教育権規定に関する実態の調査活動から起草作業は開始されたのである
が、「ひとつの問題は、無償義務教育をより一般的にすることと、その年限を
延長することである」と位置づけられたi7)
年限延長問題は、義務教育終了時からの勤労者の教育権との区別と関連の問
題としても、当時の論議を呼んだテーマである28)とくにILOは、 1950年の33回
総会で義務教育年限延長問題に関する決議を行っており、「両性の子どもに対
する無償義務教育へのILOの緊密かっ継続的な関心を再確認」し、「成人のた
めの市民的・社会的・経済的課題での基礎的教授の発展についての関心もまた
強調」している。ユネスコの要請に対しては、「義務教育にかかわる法制にて
らして、産業・農業・非産業労働・海運業などへの就労の最低年齢に関連して、
様々な諸国に存在する諸条件についての報告を用意」した。さらに、間年の成
人職業訓練の勧告では、守1練の原郎、手段、方法は、医療条件が許す限り、
すべての障害者に適用される」と述べるなど、規約教育権の論議でも障害者問
題が自覚されていた証左となっている29)
( 3 ) r特別なニーズ」論と教育差別論の発展
1)児童権利宣言起草過程と「特別なニーズ」
先の宣言条約化に比べ、共に推移した児童権利宣言の合意形成過程では障害
児の「特別なニーズJ論がより明確である O ジ、ユネーヴ宣言が討議資料として
配布された第2回社会委員会(1947年)では、第1次大戦後と第2次大戦後の現
在との環境の類似性が指摘され、凝縮された一般原則として児童憲章の役割が
注目された。そこでジュネーヴ宣言は全面的に採用され、いくつかの追加修正
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がなされるなかで、障害児(飢餓、病気、犯罪、孤児)の「特別なニーズ」などへ
の援助が位置づけられたので、ある30)
ジュネーヴ宣言だけではない。大戦中、イギリスのロンドンで関かれた国際
連合教育専門家会議、米国のワシントンにおける第8回汎アメリカ児童会議、
戦争終結後の1LO戦後第l回会議では「児童に関する限り、状況の深刻さを
考え、児童青年の保護に関する総合計画の決議を採択し、児童福祉の基準作成
の問題が再び取り上げられる」など、大戦終了前のいくつかの動きとの関連を
みておく必要もある O 詳細な内容は分からないが、 the1nternational Council 
of Womenの児童権利憲章構想では、その基本原則に、「身体的道徳的精神的
に通常の発達を保障するための」諸条件へのすべての子どもの「譲り渡すこと
のできない権利」を保護するためのコミュニテイの責任を含めていたという O
これらの状況下で社会委員会が直面した選択肢は、①若干の訂正で、ジュネーヴ
原案の再確認か、②宣言の形態、構造、内容の重要な変更・修正を加えること
か、③完全な新しい憲章の用意か、といったもので、あった3])
そこで、第3回社会委員会は次のような障害児教育を含む研究課題を提起し、
国連児童権利憲章の作成 採択の勧告決議を行っている32)
問題群は大きく、①「身体的精神的道徳的障害児の再教育など、子どもの戦
争犠牲者の福祉の研究」と、②「予防的・リハビリ的家族社会サービスの研究;
子どもと障害者集団へのスペシャルな社会サービス」の課題に区分けされた。
その第1のプロジェクトは、「ホームレスの子ども、何らかの理由で家族から
離れたり孤児となった子ども、養父母家庭、その他のグループケア施設のケア
を必要とする子どもなどのニードへの対応に焦点」をあてた「①ホームレスの
子どものケアの問題、②ケアの最も有効なタイプと方法に関する情報」の収集
である O 第2のプロジェクトは、「社会保障や給付補充といったニードのある
家族と子どもへの行政援助と社会サービスの方法」についてであった33)
児童憲章の起草についても、ユネスコの戦争障害児の報告が参照されるなど、
関連専門機関kの協同のもとで作業が行われた。各国政府と22件のNGOに対
する問い合わせの結果は、①一般的性格にかかわるものと、②特別なテーマに
かかわるものの2群に整理され、 1949年の第4回会合では「国連子どもの権利
憲章Jの作成につながるような提案を含む報告書がまとめられた。
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「特別なニーズ」に関しては、「障害児のための特別な配慮」は彼らの「全
面発達のために」必要であり、「原因の如何にかかわらず道徳的危機にある子
どものための特別なケアの必要性について特別な規定がなされる」としている。
「困難な時代の子どもの保護」としては、「ニードをいつも優先すべきことが
憲章で強調されるべきで、緊急時の特別な配慮がとくに重要」とされた34)後の
第5回会合では宣言前文と諸原則草案を用意し、「幼い障害児は、ハンデイの
治療や軽減のために現代科学のすべてのリソースを必要とするだけでなく、そ
の全面的な情動の発達には理解のためのケアのニードが他の同一年齢、児よりも
大きい。年長の子どもは、障害に対する専門的技術的ケアに加え、長期にわた
るなら、同一年齢児と違うサポートや援助のニードがある」なと古記された35)
これらの社会委員会の「特別なニーズ」への取り組みは国連専門機関全体に
またがる規模の協同作業でもあった事実をここで強調しておく必要があろう O
戦争障害児の教育的ニーズを扱ってきたユネスコは、「一般の障害児や不適応
の子ども」全般を対象とする「複雑な性格をもっ教育学的ニーズ」に関する問
題の検討に1950年頃から重点を移し始めている。そこで、建物・設備・教材か
ら教員養成までの条件整備の提言もなされた36)
児童権利宣言草案(1950年の第6回社会委員会決議)の扱いもこれらの合意形成
過程のなかにあった。この事実はきわめて重要である O すなわち、「世界人権
宣言の外になぜ児童権利宣言も必要なのか」について、「子どものニーズ、が正
当化するものであるJと考えたこと、憲章か宣言かのネ」ミングについては「児
童権利宣言」に落ち着いたこと、世界の人々がその達成に努力しなくてはなら
ない一般原則であることなどがあり、とりわけ「未熟さゆえの教育その他にか
かわる特・別なケアニードという子どもの権利」の強調があったことなどが、国
連総会決議を要請する委員会採択と至る経緯にある O その後の社会委員会と経
社現の論議は、もっぱら世界人権宣言とは別個の特別な宣言がなぜ必要である
かについての論議に移っていったが、子どもの宣言が必要なら高齢者や盲人、
母親などの個別の宣言も必要になるではないかといった反論に対しでも、「子
どもの特別なニードが特別な宣言を正当化する」との見解は保持されたのであ
る37)
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2)寝先された教育差別論(小委員会でも教育を重視)
「少数者差別の防止と保護に関する小委員会J (以下、小委員会と略)は、専門
家集団によって構成される機関として1946年に設立された。この小委員会でも
教育論議は重視される経緯を辿ったが、国連経社理人権委員会の下部機関とし
て、政治的決議機関ではない協議機関としての活動が期待されたものである。
この小委員会のユニークな研究調査活動を通して50年代以降に継承される教育
権論議の国際的合意形成レベルの推移を理解することができる。
Warwick Mckeanが指摘するように、小委員会の初期の活動は、①1946年
から1951年、②1952年から1961年、③1961年以降、に区分される38)それは発足
時から世界人権宣言第2条(i差別jの防止」と「マイノリテイの保護」の定義にかか
わる)等をめぐる起草作業に加わったが、国連諸機関の調整の欠如、業務の重複、
その他機関の性格のあいまいさのゆえに数年もたたないうちに存続が難しくな
っていた。ところで、本論のテーマとの関連でふれておかなくてはならないこ
とは、小委員会の教育分野への独自の関与についてである。
小委員会は、 1947年第 1回会合から教育問題に強い関心を寄せている O 教育
の基準性にかかわる討議では「ユネスコにその結果を提出するような、教育理
論の世界のリーダーから構成される委員会が国連管理下で創設されるべきであ
る」とする指摘があり、世界人権宣言以後の1949年にも「教育を通じての差別
の予防で多くが達成されよう。この目的をもっ教育の主要な目標は、①正しい
情報を広め、誤った信念とたたかい……。科学的真実は、差別の除去に大きく
貢献する力である」と主張するなど、教育による国際規制にきわめて楽観的な
見通しをもっていたことがうかがえる O
1952年には小委員会活動停止の経杜理方針が変更され、新たな転機が訪れた
のも教育問題への独自の取り組み(調査研究活動)を通じてである o 1953年の人
権委員会と経社理は前年の第5回小委員会が行った提案を受けて、「教育上の
差別の研究」を行うことを承認したのである。そこで、 1954年には、小委員会
は研究の範囲と方法などについての合意を採択している。後年の教育差別撤廃
条約(1960)につながるという意味で、実り豊かな活動となったこの50年代初頭
の動きにおいて、障害者教育における国際基準化にてらしてひきつがれる重要
な論点は、小委員会が一連の差別の調査研究を行うに際し教育問題を最優先し
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たことであろう O 人権委員会に対する1954年2月の第6回小委員会報告で、は、
Mr. Charles D. Ammoun、Mr.Philip Halpern、Mr.C. Richard Hiscocks、Mr.
Hernan Santa Cruz、の諸氏など、すでに後年の教育差別撤廃条約成立にかか
わるメンバーが小委員会で活動していたことがわかる39)
教育問題重視の小委員会のこうした論議には、①「意識啓発重視の意図」と
②「条件整備(特に教育機会)にかかわる差別の克服」の相異なるスタンスが当
初から混在していたようである40)前者について、 WarwickMckeanによれば、
「人権条約・規約などのく強制〉による人権と基本的自由の国際的な促進努力
には反対であり、〈教育〉が憲章の義務を国連が遂行するためのより適切な手
段である」とする米国の政策(叩53年)によって強められることもあったという 4])
しかし、その後の過程では植民地の教育分野(人種やマイノリティにかかわった)
の制度的不備にみられる差別的実態が論じられ条件整備の法制化にも焦点があ
てられるようになった。 後年の合意形成過程(教育差別撤廃条約)では、ユネスコ
などとの協同のもとで障害者教育を含む教育権の一定の到達点をみることにな
るのである O
おわりに
子どもの権利条約第23条l項の「障害児の特別なケアへの権利(theright of 
the disabled child to special car巴)J、あるいは3項の「障害児の特別なニーズを認
め(Recognizingth巴sp巴cialneeds of a disabled child) Jの文言は、ハードローと L
ては1989年時点で決議されたものであるには違いない。同条約の無差別平等条
項に初めて「障害」の用語が挿入されたのも同条約であった。しかし、それが
1959年の国連児童権利宣言の条約化であったという意味では、子どもの権利条
約も合意形成過程における大戦車後からの論議を継承するものである。その意
味で、条約の「特別のニーズ」論は「最初の一撃」としての大戦直後の基準化
に淵源をもっている。障害者の車接の明示はないものの、 1948年の世界人権宣
言の教育権も、社会保障条項における「障害disabilityJの規定と合わせ、両
義性をもっ戦争障害者への教育的対応を合意させたユネスコなどのSNEの合
意形成過程とともに評価されるべきであろう O
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ところで、当時の論議の歴史的限界は大きく、今日の SNE論と当然ながら
同一視(過大評価)はできないことは自明であろう O 心理学者の国際教育局初代
事務局長ピアジェも参加した1950年の「障害児に関するユネスコ専門家会議」
では「教育(不)可能Jを前提とする論議もあるように、合意原則と取り組みの
実態には希離がみられる点も当時の論議の歴史的制約をよく表しているとみる
こともできょう?)LDやADHDその他に対するきめこまかな対応が当時イメー
ジされていたわけで、ももちろんない。しかし、今日の到達点からみて当時の論
議に格段の差異があるとしても、今日なお注目されるのは本論で見たような
SNEの権利論的側面についてである。それはまた、あくまで大綱的な国際基
準化による方向づけとして評価できるものであって、教育内容・方法の具体的
な在り方は実践と理論の発展に委ねられる性格をもつものでもあったといえる O
本論で明らかになったように、長い戦禍で傷つけられた者への特別な教育的対
応や治療的なものを含みつつ、すべてに対する教育権の実質的保障が求められ
たという SNEの精神の萌芽が、大戦直後の基準化過程において反映していた
のである。 SNEの新たな達成と歴史的特質を加えつつある今日なお、再教育
や年眼延長の方向性等、教育権の実質化を模索する当時の提起は依然として意
義を失っていないというべきであろう O
注
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